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研究成果の概要（和文）：　本研究は、ミクロ計量分析とフィールド実験を用いて、社会的相互作用や信念と規
範の共有といった既存の社会グループが有する経済学的特質を解明した上で、ラボ実験とサーベイ実験を用い
て、社会的インセンティブを考慮した政策設計を検証した。
　土地所有者の政策参加行動にピア効果があることを明らかにし、政策設計上の社会的インセンティブの重要性
を示した。農山村における集落が、ジレンマ状況における協力行動に大きく寄与していること、公平規範が強い
集落では利得支配均衡が達成されにくいことを明らかにした。大グループにおける協調と協力を促す制度設計を
検討し、ボーナスの分配や情報公開について示唆を得た。

研究成果の概要（英文）：We first used micro-econometric analysis and field experiments to reveal the
 economic characteristics of existing social groups, such as social interaction and shared beliefs 
and norms. We also used laboratory and survey experiments to investigate policy design that utilizes
 social incentives in groups. First, we found that peer effects exist on landowners' participation 
in incentive programs, indicating the importance of social incentives in policy design. Second, we 
found that real-life interactions among rural villagers contribute significantly to cooperation in 
dilemma situations and that payoff-dominant equilibrium is less likely to be achieved among 
villagers with strong equality norms. Third, we investigated incentive design that encourages 
coordination and cooperation in large groups and drew implications for bonus and information policy 
designs.

研究分野： 応用経済学

キーワード： 制度設計　フィールド実験　ラボ実験　ピア効果　私有地保全　サーベイ実験

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
　本研究の学術的貢献として、識別が難しい環境農業政策におけるピア効果の実証に成功した点、フィールド実
験を用いて農山村の行動規範の役割の解明に成功した点、ラボ実験に入子型のグループ構造を導入し、協調や協
力を促す制度を検討した点、社会的インセンティブを用いた制度設計を検討し、介入効果の生じるひとつメカニ
ズムを提示した点などが挙げられる。これらの成果は、日本の伝統的共同体の役割の理解を深めた点、環境保全
政策や健康政策の政策設計に知見を与えた点など社会的貢献があると考えられる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
 
 経済学では長らく意思決定の分析において、個人の金銭的インセンティブに重きが置かれて
きたが、近年、個人が属する社会的ネットワークから生み出される非金銭的（社会的）インセン
ティブの重要性が注目されている。実験研究から、グループ所属や社会的絆が向社会的行動を促
すこと、グループにおける相互作用の繰り返しの経験から構成員に信念が共有され戦略的不確
実性が解消されうること、既存の社会グループにおける日々の生産活動が実験ゲームにおける
向社会的行動を規定しうること、などが示されている。また、実証ミクロ計量分析では、医療や
教育の分野でピアグループに属する他者の行動が当該個人の行動に与える効果の推定が行われ、
喫煙行動などでそのような社会的相互作用の内生的効果が確認されている。このように個人の
意思決定における社会的相互作用の影響への関心が高まる一方で、社会グループに起因する社
会的インセンティブの経済学的特徴の解明と社会的インセンティブを利用した制度設計が重要
な課題となっている。 
 環境政策の文脈では、深刻化する地球環境問題を受け、欧米諸国を中心に土地所有者の自発的
な保全努力行動に対して金銭的補償を支払う自発的インセンティブ政策が注目を集めている。
しかし、個人の自由な選択に頼る制度には課題も多く、効率的に保全目標を達成するためのイン
センティブ設計が喫緊の課題となっている。通常、土地所有者は集落や個別流域など小さな地域
グループ（伝統的共同体など）に属しており、そのような社会グループが複数集まり、市町村や
流域全体などより大きな広域グループを形成している。保全政策への参加行動に関して、社会的
相互作用などの社会的インセンティブは個々の社会グループの水準で生じうる。一方で、保全目
標は広域グループの水準で設定され、政府などの資源管理者は広域グループの水準でインセン
ティブを設計する必要がある。すなわち、複数の社会グループからなる広域グループで、個々の
社会的インセンティブを考慮しつつ、全体で効率性を実現するインセンティブの設計が求めら
れている。 
 
２．研究の目的 
 
 集落など既存の社会グループにおける相互作用や行動規範は、社会的インセンティブという
形で、その構成員の意思決定に影響を与える。早急な対策が求められている環境問題では、その
環境サービスの供給者である土地所有者は伝統的共同体といったつながりの強い社会グループ
に属している。しかし、政策設計の経済分析では、経済的インセンティブのみに注目し社会的イ
ンセンティブを軽視してきた。本研究は、実証ミクロ計量分析とフィールド実験を用いて、社会
的相互作用や信念と規範の共有といった既存の社会グループが有するグループ構造の経済学的
特質を解明した上で、ラボ実験とサーベイ実験を用いて、社会的インセンティブを考慮した政策
設計を検証する。具体的には、以下の 3つの研究課題に取り組むことを目的とした。 
 
（１）土地所有者の政策プログラムへの参加行動に関する実証ミクロ計量分析 
 土地所有者のインセンティブ政策への参加契約データを用いて実証ミクロ計量分析を行い、
実際の参加行動における集落レベルでの社会的相互作用を解明することを目的とした。 
 
①参加行動の規定要因を解明 
 不完備情報モデルを用いてピア効果を識別するにあたり、欠落変数バイアスを解消すること
が肝要となる。そこで、参加行動を規定する要因を解明することを第一の目的とした。 
 
②近隣所有者間の社会的相互作用の識別 
 不完備情報モデルを用いて参加契約行動に集落レベルでのピア効果があるかを識別し、その
存在が政策予測に与える影響を明らかにすることを目的とした。 
 
（２）農山村における伝統的共同体が有する経済学的特性を解明するフィールド実験 
 農山村民を被験者とした Lab-in-the-Field 実験とサーベイ実験を行い、伝統的共同体という
社会グループが、制御された実験ゲームにおいて信念の共有や規範の強制に与える影響を検証
することを目的とした。 
 
①農山村民間の協力行動の解明 
 囚人のジレンマゲームを用いた Lab-in-the-Field 実験を行い、社会利得最大化の規範が共有
されその強制が働けば協力解の達成が可能かを検証することを目的とした。 
 
②農山村民間の協調行動の解明 



 

 

 スタグハントゲームを用いたサーベイ実験を行い、社会利得最大化が規範として共有されて
いれば戦略的不確実性はなく利得支配均衡への協調が可能かを検証することを目的とした。 
 
（３）グループインセンティブを考慮した政策設計実験 
 第一に、学生を被験者としたラボ実験を用いて、複数の地域グループからなる広域グループに
おける協調と協力を促すインセンティブ設計を検証することを目的とした。第二に、ピア効果が
存在する集落に属する土地所有者を被験者としたサーベイ実験を用いて、社会的インセンティ
ブを利用したプログラム参加における空間的集積を促す制度設計の可能性を検証することを目
的とした。 
 
①入子型グループインセンティブ 
 大きいグループの中に複数の小グループが存在する入子型グループをラボに再現し協調ゲー
ムを用いたラボ実験を行い、大グループで利得支配均衡の達成を促すグループインセンティブ
を検討することを目的とした。  
 
②空間的外部性下での集権的介入と情報公開 
 地域グループと広域グループで異なる空間的リスク外部性がある損失回避の閾値付公共財ゲ
ームを考案し、入子型グループを再現したラボ実験を行い、税型の集権的介入と他のメンバーの
行動に関する情報公開が協力協調行動に与える影響を分析することで、Covid-19 でのグループ
のリスク軽減行動への含意を得ることを目的とした。 
 
③集落の社会的インセンティブを考慮した空間的集積を促す制度設計 
 ピア効果が存在する集落に属する土地所有者を被験者としたサーベイ実験を用いて、政策実
施に必要な最小参加率の導入という制度に他の所有者の参加行動に関するナッジの提供を組み
合わせることで、プログラム参加における空間的協調を促す制度設計の可能性を検証すること
を目的とした。 
 
３．研究の方法 
 
（１）土地所有者の政策プログラムへの参加行動に関する実証ミクロ計量分析 
①参加行動の規定要因を解明 
 第一に、参加行動の一般的な規定要因を解明するため、土地所有者のインセンティブ政策への
参加行動の文献を収集しメタデータを構築し、メタ回帰を用いたメタ分析を行った。第二に、愛
媛県久万高原町にて実施されている「久万林業活性化プロジェクト」の参加契約データを用いて、
再契約行動の規定要因を解明するためミクロ計量分析を行った。 
 
②近隣所有者間の社会的相互作用の識別 
 「久万林業活性化プロジェクト」の参加契約データに地籍データから土地所有者の集落情報を
組み合わせ、集落をピアグループとして参加契約データに二肢選択で複数均衡を許す不完備情
報モデルを適用し社会的相互作用の内生的効果の有無を推定した。 
 
（２）農山村における伝統的共同体が有する経済学的特性を解明するフィールド実験 
①農山村民間の協力行動の解明 
 日常生活において様々な集団的意思決定を頻繁にかつ長期間繰り返している農山村の伝統的
共同体で共有されている情報やインセンティブの構造を明らかにするため、愛媛県久万高原町
の 18 の集落から農山村民 120名を対象とした戸別訪問型の Lab-in-the-Field 実験を行った。実
験ゲームとしては、囚人のジレンマゲームを用いた。同じ集落の匿名村民とペアになる集落内ト
リートメントと、制御群として集落外の匿名村民とペアになる集落外トリートメントを被験者
間比較として設計した。外的妥当性の検証のため、大学生を対象とした同様のラボ実験を実施し
た。 
 
②農山村民間の協調行動の解明 
 農山村の伝統的共同体で共有されている規範や慣習が戦略的不確実性の低減と協調達成に与
える影響を明らかにするため、京都府南丹市美山町の全住民を対象としたサーベイ実験を行っ
た。無作為支払によりインセンティブを課したスタグハントゲームを実験ゲームとして採用し
た。集落の規範を測るため、分配的選好に関する質問項目を設けた。 
 
（３）グループインセンティブを考慮した政策設計実験 
①入子型グループインセンティブ 
 構成員が 3 名からなる小グループが 3 つある入子型の大グループをラボに構築した。実験ゲ
ームとして、複数人スタグハントゲームを採用した。入子型グループ構造がない 9 名の大グル
ープを制御群（BL）とした。ゲームのインセンティブ構造は一定として小グループがある入子



 

 

型グループ構造を導入した入子型グループフレームトリートメント（NF）と協調達成とそのボ
ーナスを小グループと大グループで別々に設定した入子型インセンティブトリートメント（NI）
を用意し、各 72名の被験者間比較として実施した。 
 
②空間的外部性下での集権的介入と情報公開 
 上述①の研究と同じ 9 名からなる入子型グループを用いて、地域グループと広域グループで
異なる空間的リスク外部性がある損失回避の閾値付公共財ゲームを考案し、ラボ実験を行った。
税金型の集権的介入がない制御群（Control）、20％の努力が強制的に徴収され損失回避対策に用
いられる低介入トリートメント（Low）、40％の努力が強制的に徴収され損失回避対策に用いら
れる高介入トリートメント（High）を被験者間比較として実施した。また、フィードバックが
全くない情報なし条件（No-INF）とフィードバックがある情報あり条件（INF）を被験者内比
較として実施した。 
 
③集落の社会的インセンティブを考慮した空間的集積を促す制度設計 
 愛媛県久万高原町に在住の森林所有者にサーベイ実験を行った。サーベイでは、森林保全プロ
グラムへの参加契約意向を抽出した。また、ピア効果を分析に含めるため、集落の他の所有者の
参加意向に関する信念も抽出した。プログラムは、自発的参加契約者により保全を行う通常の環
境支払制度を制御群（Conventional Scheme）とし、集落ごとに政策実施に必要な最小参加率を
導入した制度に、他の所有者の参加行動に関するナッジの提供を組み合わせた介入群
（Combined Intervention）と比較することで、参加保全地区の地理的分布に与える影響とその
メカニズムを計量分析によって検証した。 
 
４．研究成果 
 
（１）土地所有者の政策プログラムへの参加行動に関する実証ミクロ計量分析 
①参加行動の規定要因を解明 
 第一に、インセンティブ政策への参加行動のメタ分析から、補償金額、契約年数、解約オプシ
ョン、木材市場価格といった機会費用や取引費用が参加行動に大きな影響を与えることが確認
された（Mitani and Lindhjem, 2022, Conservation Biology）。第二に、愛媛県久万高原町にて
実施されている「久万林業活性化プロジェクト」の再契約データを用いたミクロ計量分析から、
初期の参加行動を説明する規定要因と再契約を説明する規定要因はほぼ一致しており、参加者
は再契約を希望する傾向があることが示された（Mitani and Shimada, 2021, Ecological 
Economics）。 
 
②近隣所有者間の社会的相互作用の識別 
 「久万林業活性化プロジェクト」の参加契約データに不完備情報モデルを応用した計量分析か
ら、集落内の所有者の間にピア効果があることが明らかになった。近隣所有者の参加が当該所有
者の参加確率を高めるという結果であり、ピア効果を無視した従来の参加契約行動分析を用い
た政策予測にはバイアスが存在することなどが示唆された（Shimada and Mitani, 2023）。なお、
本論文は現在投稿準備中である。 
 
（２）農山村における伝統的共同体が有する経済学的特性を解明するフィールド実験 
①農山村民間の協力行動の解明 
 愛媛県久万高原町にて実施した戸別訪問型の Lab-in-the-Field 実験から、平均協力率が 90％
という先行研究などと比較して極めて高い協力率を観測した。特に、集落内トリートメントでは、
97％という驚異的な協力率を記録し、農山村の伝統的共同体では、囚人のジレンマはもはやジレ
ンマではなく、集落での日々の経済選択が統制された実験ゲーム環境でも観察されうることを
示唆している。ラボとフィールドとの比較では、グループ内マッチングの方がグループ外マッチ
ングより協力率が統計的に有意に高いというトリートメント効果は同じ方向に観察されたが、
協力率の絶対値には大きな乖離が見られた（Mitani, 2022, Japanese Economic Review）。 
 
②農山村民間の協調行動の解明 
 京都府南丹市美山町の全住民を対象としたサーベイ実験からは、久万高原町の囚人のジレン
マゲーム実験とは異なり、町民のスタグハントゲーム実験における利得支配戦略の選択確率は
必ずしも高くないことが示された。また、平等な分配が絶対的な規範となっている集落において
は、特にリスク支配戦略が選択される傾向にあることが明らかになった（Mitani, Shimada, and 
Kono, 2023）。なお、本論文は現在投稿準備中である。 
 
（３）グループインセンティブを考慮した政策設計実験 
①入子型グループインセンティブ 
 複数人スタグハントゲームを用いたラボ実験から、グループ水準での協調達成率は BL で 0.28、
NF で 0.15 と、入子型グループのフレーミング（すなわちミニマムグループ）では統計的に有



 

 

意な差が観察されなかった。一方で、小グループの協調達成にもインセンティブが少し分配され
る NI では、協調達成率は 0.64 と統計的に有意に上昇した。なお、合計インセンティブはトリ
ートメント間で一定であり、大グループから小グループへのインセンティブの分配も微小であ
り、純粋ナッシュ均衡はトリートメント間で一定である。広域グループでの協調成功ボーナスを
少し減らし、その分を地域グループでの協調成功に割り振ることで、小グループでの協調が顕著
となり、結果として広域グループでの協調が達成されやすくなるという示唆を得た（Mitani and 
Suzuki, 2020, Journal of Economic Science Association）。 
 
②空間的外部性下での集権的介入と情報公開 
 空間的リスク外部性がある損失回避の閾値付公共財実験から、集権的介入を高めることで、リ
スク緩和の成功率が 0.23（Control）から 0.60（Low）、そして 0.83（High）と統計的に有意に
高まることが確認された。Covid-19 流行下のような状況では、行動制限などの介入が、リスク
緩和、社会厚生、不平等指標の改善につながることが示唆された。一方で、他者の行動を知らせ
る情報公開は、協力率が低い Control では影響がなく、協力率が中程度の Low では有意に改善
効果があり、協力率が比較的高い High では有意な悪影響があることが示された。協力の効果に
閾値がある状況下では、戦略的に補完的であるか、戦略的に代替的であるかによって、情報を開
示した方がいいか否かが変わりうるという政策的含意を得た（Mitani and Yukizaki, 2023）。本
論文は現在投稿中である。 
 
③集落の社会的インセンティブを考慮した空間的集積を促す制度設計 
 森林所有者を対象としたサーベイ実験から、介入群は制御群と比較して、空間的協調に大きく
寄与する地区水準での全参加を 65％高めることが示された。個人水準での参加率の上昇は 11％
であり、参加率上昇は少ないものの、集落水準で参加が集積したことにより、地区水準での全参
加率が有意に上昇した。このメカニズムとして、介入群では制御群と比較して、ピアの影響が有
意に大きくなるという、介入が集落における社会的インセンティブを経て、参加の地理的分布に
影響を与えていることが明らかになった（Mitani, Shimada, and Kipperberg, 2023）。本論文は
現在投稿準備中である。 
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